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愛知県総合教育センター研究紀要 第115集（令和７年度） 

 

特別な支援を必要とする子どもの 
卒業後の生活へのスムーズな移行に関する研究 

 

国の動向や調査から、特別な支援を必要とする生徒が、自身の能力や特性、強みを理解した上で、

主体的に進路選択し、必要な支援を自ら求めることができることが、卒業後の生活へのスムーズな

移行であると考えた。そこで、「自己理解を深める取組」「主体的な進路選択につなげる取組」「進

路先への移行に向けた取組」の三つの取組を軸に、高等学校と特別支援学校高等部で実践研究を行

った。各学校の実践から、三つの取組を通して、卒業後の生活へスムーズに移行するために必要な

生徒の資質・能力を高めることができた。 

＜検索用キーワード＞ 特別支援教育 スムーズな移行 自己理解 主体的な進路選択 

支援スケジュール 校内支援体制 個別の相談 
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１ はじめに 

 近年、義務教育段階において通級による指導を受けていたり、特別支援学級で学んでいたりする児童 

生徒は急増し、高等学校においても発達障害を含め、特別な支援が必要な生徒は増加している。 

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報告」（令和３年１月 文部科学省）では、

発達障害等のある生徒の中には、大学や企業などの進路先で、環境になじむことが難しかったり、周り
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との関係構築がうまくいかなかったりして、中途退学や退職からそのまま社会で孤立してしまう場合が

あるといった卒業後の課題があると示されている。また、「高等学校における障害のある生徒の社会へ

の円滑な移行に向けた進路指導と連携の進め方等に関する研究」（令和３年～令和５年 独立行政法人国

立特別支援教育総合研究所）では、進路先での適応困難につながっていく要因として、「生徒自身の特性

への理解不足」「進路先へのイメージのもちづらさ」が挙げられ、高等学校段階において、自己理解を促

し、対処法を学びながら自信を高めるような指導や支援を充実させていくことや将来へのイメージを体

験や実習を通して具体化することの必要性が述べられている。 

特別支援学校高等部においても、進学や就職をする生徒がおり、高等学校と同様の課題がある。 

これらの背景から、高等学校、特別支援学校に在籍する生徒が卒業後の進学先や就職先にスムーズに 

移行するための仕組みづくりが求められていると考えられる。 

 

２ 研究の目的 

特別な支援を必要とする子どもの卒業後の生活が充実するための仕組みについて研究実践を進め、卒 

業後の生活へのスムーズな移行に資する。 

 

３ 研究の方法 

(1) １年次（令和５年度） 

アンケート調査と関係機関への聞き取り調査により、研究テーマに関する現状と課題を把握する。把

握した課題を基に進路先へのスムーズな移行をするために必要な生徒の資質・能力等を整理する。また、

２・３年次の研究実践で使用する自己理解チェックシートなどのツールを作成する。 

(2) ２・３年次（令和６・７年度）  

研究協力校（高等学校３校、特別支援学校３校の６校）による研究実践及び検証を行う。本研究では、

生徒の進路選択や進路先への移行に関する取組を行うことから、代表委員を進路指導主事とする。 

協議は高等学校と特別支援学校のペアで進め、高等学校で行われている特別な支援を必要とする生徒

を含めた全体指導の工夫と特別支援学校の個に応じた指導の工夫を互いに共有し、研究の質を高め、実

践に生かしていく。 

本研究は実践場面が幅広く、担当者間での情報共有と連携が必要であるため、進路指導主事を中心に

校内支援体制を構築する。 

 

４ 研究の内容 

(1) 教員へのアンケート調査の実施と分析 

 特別な支援を必要とする生徒の

自己理解や進路選択、進路先への移

行支援の取組に関する現状と課題

を把握するため、教員を対象とした

アンケート調査を実施した。集計結

果から、生徒が自身の能力や特性を

理解できていると感じている教員

は高等学校では半数、特別支援学校

では約 40％であり、半数以上が自己 

【資料１ 自己理解に関するアンケート結果】 

【生徒は自身の能力や特性を理解しているか】 
  高等学校                  特別支援学校 
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理解ができていないと感じているこ

とが分かった（前ページ資料１）。ま

た、資料２にあるように、生徒が能力・

特性に応じた進路選択を行うために

必要と考える取組について、「自己理

解を深める指導」「生徒が相談できる

環境や体制の充実」「進路に関する見

学や体験」が多く挙げられた。そし

て、進路先への支援情報の引き継ぎ

については、特別支援学校では「十

分行っている」「行っている」が 90％以上でありほとんどの生徒に対して行われているが、高等学校で

は 27％にとどまり、十分に行われていないことなどが分かった（資料３）。 

(2) 関係機関への聞き取り調査の実施と分析 

進路先における課題を把握するため、大学や障害者の就職支援を行っている事業所を訪問し、聞き取

り調査を実施した。愛知県立大学、ヤング・ジョブ・あいち、就労移行支援事業所Ｎｏｔｏカレッジキ

ャリアセンターＮＥＸＴに依頼した。 

調査結果から、特別な支援を必要とする生徒が進路先である大学や就職先において、困ったことがあ

っても、自分から相談することができなかったり、困っていることをうまく伝えられなかったりするこ

とが課題となっていることが分かった。また、生徒が自身の困難さを整理し、伝えられるようになるこ

とや自身のよさや強みを知っておくことの重要性が示唆された。 

(3) 高めたい生徒の資質・能力と三つの取組の整理 

進路先へのスムーズな移行に必要な資質・能力を「能力・特性を理解する力」「自ら相談し、支援を求

める力」「進路先を理解する力」「能力・特性に応じた進路を選択する力」「能力・特性を表現し、伝える

力」の五つの力に整理した。これらの力を「自己理解を深める取組」「主体的な進路選択につなげる取組」

【資料２ 能力・特性に応じた進路選択に必要なこと】 

【資料３ 支援情報の引き継ぎに関するアンケート】 

【進路先へ生徒の支援情報の引き継ぎを行っているか】 
 高等学校               特別支援学校 
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「進路先への移行に向けた取組」の三つと結び付けることで、各学校が現状の取組を確認しながら、研

究の実践内容を具体化できるようにした。それらを整理し、研究のグランドデザインを作成した（資料

４）。 

 

(4) 目指す生徒像と研究の仮説 

目指す生徒像は、「自身の能力や特性、強みを理解し、主体的に進路選択し、必要な支援や配慮を自ら

求めることができる生徒」とした。また、以下の三つの仮説を設定した。 

ア 自己理解に関する仮説１ 

特別な支援を必要とする生徒が、個別の相談等を通して、学校生活の振り返りや自己評価と他者評価

のすり合わせを行えば、自身の能力や特性、強みを理解することができるだろう。 

イ 主体的な進路選択に関する仮説２ 

特別な支援を必要とする生徒が、相談等を通して進路に関する自身の能力や特性、強みを理解したり、

進路に関する学習や情報提供の充実により進路先の理解を深めたりすることで、自身の能力や特性に応

じた進路を主体的に選択することができるだろう。 

ウ 進路先への移行に向けた取組に関する仮説３ 

特別な支援を必要とする生徒が、継続的な相談を通して、自身の能力や特性を理解して、表現し、伝

わる経験を重ねることで、自ら相談し、必要な支援を求めることができるだろう。 

(5) 活用ツールの作成 

２・３年次の実践に向けて、自己理解を深めるためのチェックリストとして「じぶん発見シート」と

「よいところ・強み発見シート」を作成した（次ページ資料５）。実践では各学校で使いやすくカスタマ

イズして活用したり学校独自のツールを活用したりした。また、三つの取組内容と高めたい五つの資質・

能力等を年間スケジュールに位置付け、整理するために、各校で使用できる「支援スケジュール」の様

【資料４ 研究のグランドデザイン】 
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(6) 対象生徒の選出 

高等学校の普通科は進学希望の生徒、

専門学科及び定時制は就職希望の生徒

を、特別支援学校については、聾学校は

進学希望の生徒、肢体不自由特別支援学

校及び知的障害特別支援学校は就職希

望の生徒を各学年から選出し、２年間の 

実践を行った（資料６）。 

(7) 各校の実践 

各校の強みを生かしながら、研究の仮説を基に、実践及び検証を行った。 

ア 愛知県立一宮起工科高等学校（昼間定時制） 

通級による指導と進路に関する学校独自の取組を強みとし、支援の必要な生徒への自己理解シートの

活用やＳＳＴ（ソーシャルスキルトレーニング）による自己理解に関する取組を行った。その上で、職

場見学や企業展等などの進路に関する見学・体験、情報提供の取組を充実させることで、主体的な進路 

選択へつなげていくことができた。 

イ 愛知県立大府東高等学校 

特別支援教育委員会を核とした校内支援体制を生かして、「ライフデザインシート」や個別の指導計

画の作成と更なる活用に取り組んだ。また、校内全体で連携し、支援が必要な生徒の情報を共有して適

切な支援をすることができた。支援の方向性を共通理解し、面談や個への支援をこれまで以上に充実さ 

【資料５ 活用ツール「じぶん発見シート」「よいところ・強み発見シート」】 

【資料６ 実践の流れ】 
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せることで、生徒の変容が見られた。 

ウ 愛知県立碧南工科高等学校 

進路シミュレーションや企業研究などの進路行事の充実と、支援が必要な生徒との個に寄り添った面

談や相談による支援を行った。実践を通して、自身の能力・特性を理解する力と進路先を理解する力が

高まったことにより、生徒が自身の能力や特性に応じた進路の方向性を見いだし、主体的に進路を選択 

していくことができた。 

エ 愛知県立名古屋聾学校 

「じぶん発見シート」等のツールを活用した振り返りや自立活動の指導を通して自己理解を深め、主

体的な進路選択につなげたり、学校独自のツール「サポートブック」を作成したりした。自分の特性を

他者に説明する取組を通して、自身に必要な配慮や支援について多面的に捉えられるようになり、自ら 

支援を求める必要性について理解を深めることができた。 

オ 愛知県立豊田高等特別支援学校 

学校独自のツール「自分ノート」を活用し、進路実現へつなげていく取組を行った。３年間継続活用

することで、課題や目標が明確になり、目標に向けた課題の改善に主体的に取り組むことができた。ま

た、「自分ノート」を活用した面談を通して、生徒が自分の能力・特性を理解し、それを表現し伝 

えていく力を伸ばしていくことができた。 

カ 愛知県立港特別支援学校 

校外学習や産業現場等における実習において、「じぶん発見シート」等のツールを活用することで、生

徒の自己理解を促すことができた。自己評価と他者評価のすり合わせを丁寧に行うことで自己理解を深

め、進路に関して自身の考えを早くから整理し、企業訪問や職業相談等を経て、主体的な進路選択へと 

つなげていくことができた。 

 

５ 研究のまとめと今後の課題 
(1) 研究のまとめ 

各校の実践から、本研究では次のような成果を得ることができた。 

個に寄り添った指導や個別の相談を通して、生徒が自身の能力・特性などの自己理解を深めることが

できた。また、進路行事の振り返りの充実により、生徒の自己理解ととともに進路先への理解が深まり、

主体的な進路選択につなげることができた。そして、個別の相談や個別の指導を通して、自身に必要な

支援を表現する経験を重ねることで、必要な支援を自ら求めることができた。さらに、校内支援体制を 

整え、学校全体で組織的に支援や取組を進めることができた。 

これらの実践の成果から、「自己理解を深める取組」「主体的な進路選択につなげる取組」「進路先への

移行に向けた取組」の三つの取組を通して、生徒の資質・能力を高めることができ、卒業後の生活への 

スムーズな移行につながることが明らかになった。 

(2) 今後の課題 

 今後の課題として３点挙げる。 

１点目は、自己評価と他者評価のすり合わせの難しさである。自己理解の学習の工夫と機会の確保を

することにより、自己評価と他者評価のすり合わせをしっかりと行い、生徒が自身の能力や特性、苦手

さと向き合いながら肯定的な自己理解を深めていくことができるようにしていく。 

２点目は、実習や進路に関する体験や振り返りの更なる充実である。進路先や卒業後の生活をより具

体的にイメージできるようにしていくことが必要である。 
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３点目は、卒業後の進路先と連携した移行支援である。高等学校では支援情報の引き継ぎが難しい原

因として、個人情報保護の観点や本人・保護者が引き継ぎを希望しないことなどが研究協議等で分かっ

た。自己理解を深め、本人が支援の必要性を理解する取組をさらに進めていくこと、また、進路先への

引き継ぎを確実に行った上で、聞き取り調査等により卒業生の適応状況を把握するなど、進路先との連 

携を強化していくことが必要である。 

これらの課題の解決のために、校内支援体制を整え、継続した支援や相談を行っていくことが大切で

ある。生徒に身に付けさせたい力を明確にしつつ、「自己理解を深める取組」「主体的な進路選択につな

げる取組」「進路先への移行に向けた取組」の三つと個別の相談場面を、３年間の教育活動おいて体系的

に位置付けていくこと、より多くの教員が連携しながら生徒の指導・支援を実施するための体 

制整備をさらに進めていく必要がある。 

 

６ おわりに 

 高等学校段階は、アイデンティティの確立の時期であり、子どもたちは障害のあるなしに関わらず、

自分が何者であるのか、将来どうしていくのか、葛藤したり自分自身と向き合ったりしながら、成長し

ていく。特別な支援を必要とする子どもは、さらに、コミュニケーションや人間関係に困難を抱えてい

る場合があり、特に丁寧な指導や支援が必要である。 

今後も各校で実践を継続し、特別な支援を必要とする子どもたちが、自分の苦手さと向き合いながら

も、得意や強みを知ることで、卒業後も自分らしく生き生きと生活できるよう、本研究の取組が広がっ

ていくことを期待する。 
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